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調査・設計業務における総合評価方式試行要領 

 
（目的） 
第１条 この要領は、三重県県土整備部が発注する調査、設計等の建設コンサルタント業務に
おいて、地方自治法施行令第１６７条の１０の２（第１６７条の１２第４項及び第１６７
条の１３において準用する場合を含む。）の規定に基づく競争入札を実施する場合、価格
及びその他の条件をもって落札者を決定する方式（以下「総合評価方式」という。）の試
行に関し必要な事項を定め、その適正な活用を図ることを目的とする。 

 
（対象業務の範囲） 
第２条 この要領に定める対象業務の範囲は、入札者から価格のほか、業務経歴、技術職員の
経験、業務の実施方針等（以下、「技術的要素」という。）を記載した技術提案を求め総合
的に評価することが、公共事業の品質確保の促進に寄与すると認められる建設コンサルタ
ント業務を対象とする。ただし、簡易な業務及び緊急性を要する業務を除く。 

 
（対象業務の指定及び執行） 
第３条 知事又はその委任を受けて契約の締結権を有する者（以下「契約締結権者」という。）
は、前条に該当する業務の実施に当たり、当該業務を所掌する競争入札審査会（以下「競
争入札審査会」という。）の審査を経て入札方式の指定を行う。 
 ２ 契約締結権者は、前項で指定した業務の落札者決定までの執行に関しては、次条に規定
する総合評価方式技術審査会の調査及び審議並びに競争入札審査会の承認を経て行う。 

 
 （総合評価方式技術審査会） 
第４条 競争入札審査会の長は、総合評価方式技術審査会（以下「技術審査会」という。）を設
置することとする。 
２ 技術審査会は、以下の事項を調査及び審議し、その結果を当該業務の競争入札審査会に
報告するものとする。 
（１） 総合評価に係る技術提案の要求要件、技術提案の範囲の設定 
（２） 総合評価に係る評価基準の設定 
（３） 提出された技術提案の審査 
３ 技術審査会は、会長、副会長及び委員をもって構成（別紙２を参考）し、対象業務の規
模、内容により選定するものとする。 
 ４ 技術審査会は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２第４項に基づき、あらかじめ、
以下の事項について、三重県総合評価方式試行要領第６条に定める三重県公共工事等総合
評価意見聴取会（以下「意見聴取会」という。）において学識経験を有する者の意見を聴か
なければならない。ただし、専門工事等に係る特殊な技術提案を求めて評価する場合は、
意見聴取会とは別に学識経験を有する者の意見を聴くことができるものとする。 
  （１）総合評価方式を行おうとするとき、総合評価方式によることの適否 
（２）落札者決定基準（評価項目及び評価基準をいう。）を定めようとするとき、当該落札
者決定基準を定めるにあたり留意すべき事項 
（３） 落札者を決定しようとするとき、予定価格の制限の範囲内の価格をもって行われた
申込みのうち、価格その他の条件が最も有利と思われるものの決定 
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（入札参加者の指名） 
第５条 契約締結権者は、第３条で指定した対象業務を発注しようとする場合は、競争入札審
査会に諮り、入札参加者の指名を行う。 

 
（指名通知に明示する事項） 
第６条 契約締結権者は、前条による通知に以下の事項を記載するものとする。 
（１） 総合評価方式による入札であること。 
（２） 入札を行う業務の内容 
（３） 技術提案書の作成様式及び作成上の留意事項 
（４） 技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限 
（５） 技術提案を求める要求要件及び評価基準 
（６） 総合評価の方法及び落札者の決定方法 
（７） 資料作成説明会を実施すること（資料作成説明会を開催する場合）。 
（８） 資料のヒアリングを実施すること（資料のヒアリングを実施する場合）。 
（９） その他必要な事項 
 
（技術提案書作成説明会及び提出資料等のヒアリング） 
第７条 競争入札審査会の長が必要と認めるときは、技術提案書作成説明会の開催及び技術的
要素の評価に係るヒアリングを実施できるものとする。 

 
（総合評価の方法） 
第８条 総合評価方法については、次のとおり行うものとする。 
  （１）評価の対象とする技術的要素について、当該業務の目的・内容に応じ評価項目・評
価基準を設定する。 

  （２）各評価項目の評価に応じ得点を与える。 
  （３）価格及び性能等に係る総合評価は、下記の方式のいずれかとする。 
ア 除算方式 
（２）の各評価項目の得点の合計に入札参加資格の最低限の要求要件を満たす
者に与える標準点を足した数値を当該入札者の入札価格で除して得た数値をも
って行う。 

イ 加算方式 
（２）の各評価項目の得点の合計に当該入札者の入札価格を点数化したものを
合算して得た数値をもって行う。 

 
（落札者の決定） 
第９条 落札者の決定については、入札者に価格及び技術的要素をもって入札に参加させ、以
下の全ての要件に該当する者のうち、前条（総合評価の方法）により得られた数値（以下
「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。 
  （１）入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。 
  （２）入札に係る技術的要素が、入札公告又は指名通知によって明らかにした要求要件の
最低限の要求要件を全て満たしていること。 

  （３）評価値が、予定価格の算出の前提となる状態で想定される得点を、予定価格で除し
た数値（以下「基準評価値」という。）を下回っていないこと。 
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 ２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を定めるも
のとする。 

 
（提案内容の保護） 
第１０条 技術提案については、各企業の知的財産であることを考慮して、その取り扱いには
留意するものとする。 

 
（運用） 
第１１条 総合評価方式を試行するに当たり、部分的にこの要領の規定によりがたい事項及び
合理的な理由があるときは、弾力的に運用することができるものとする。ただし、その場
合は指名通知書送付時にその旨を明らかにするものする。 

 
（その他） 
第１２条 この要領に定めるもののほか、入札の執行に関し必要な事項は、発注機関の長が競
争入札審査会に諮って定める。 

 
 附  則 
   この要領は、平成１９年９月２０日から施行する。 
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（別紙２） 

技術審査会（案） 

 
１．部長決裁のとき 
    会   長  本  庁  室長（土木等技術） 
    副 会 長  本  庁  副室長（土木等技術） 
    委  員  本  庁  副室長、主幹又は主査 
    委  員  本  庁  主幹又は主査 
    委  員  地域機関  室長、課長又は課長代理（土木等技術） 
 
２．本庁の所掌に属するもので室長決裁のとき（下記は本庁の所属者とさす。） 
    会  長        室長又は副室長（土木等技術） 
    副 会 長        副室長（土木等技術） 
    委  員        副室長、主幹又は主査 
    委  員        副室長、主幹又は主査 
    委  員        副室長、主幹又は主査 
 
３．地域機関の所掌に属するもので地域機関決裁のとき（以下は地域機関の所属者をさす。） 
    会   長        室長（土木等技術） 
    副 会 長        室長又は課長（土木等技術） 
    委  員        課長、課長代理又は主査 
委  員        課長、課長代理又は主査 

    委  員        課長、課長代理又は主査 
 
 
（注１） 上記構成は（案）であり、対象業務の業務内容・業務規模等により、その構成を

設定するものとする。 
 
（注２）  技術審査会は、会長を含む過半数の出席で成立する。 
 
（注３） 地域機関における委員会の設置に当たっては、必要に応じ本庁事業室、他地域機

関・他部署からの委員参加協力を求めることができる。 
  
  （注４） 必要があると認めるときは、委員以外の者の意見を求めることができるものとし、

また、専門家による選定を行う必要があるものについては、外部からその選定に
相応しい専門家を委員として加えることができるものとする。 

 
   

 


